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1.世帯構成の変化
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【世帯別人口】
人口減少と高齢化で世帯構成が変化
65歳未満夫婦と子供からなる世帯別人口(標準世帯)は減少
し、高齢化で65歳以上の年金収入が主体となる夫婦・単独
の世帯別人口(年金世帯)が増加する

【世帯別の人口構成】
65歳以上の世帯別人口構成では夫婦のみと単独世帯の割合
が55％で施設等も6％程度
年金世帯は高齢化に伴い夫婦⇒単独⇒施設

【世帯数】
2008年以降、人口減少しているが世帯数は2023年まで増加
標準世帯は減少し、年金世帯が増加する
世帯数では単独世帯が半数を超える



2.世界の人口と高齢化
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先進国の中でも日本は急速に高齢化
少子高齢化は日本⇒韓国⇒中国で進み、経済の日本化
(成長の停滞とデフレ)が進む
人口減少と高齢化で日本の経済的地位は低下(GDP,1人
当たりGDPなど)

人口が1億人を超える先進国は米国と日本
人口上位20か国で人口減少しているのは日本のみ
米国、ドイツの人口増加は移民も影響



3.物価の動向
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【物価動向】
コロナからの回復、ｳｸﾗｲﾅ・ｲｽﾗｴﾙでの戦争により資源を中心に
国際市況が上昇、これに円安が加わり輸入によるｺｽﾄﾌﾟｯｼｭ型の
ｲﾝﾌﾚが発生
輸入依存度の高いｴﾈﾙｷﾞｰ・食料の価格が上昇、ｴﾈﾙｷﾞｰについて
は政府助成による価格抑制を実施
今後は賃金上昇による物価上昇が続くかがﾎﾟｲﾝﾄ
【食料価格】
2023年は食料価格の上昇が顕著、2010以降では3割近く上昇
品目別では水産物、肉類、調理食品、菓子等が上昇
野菜・果実の上昇は気候変動による作柄の変動も影響
外食は材料費のほか人件費の引上げも影響

2010年 2015年 2020年 2021年 2022年 2023 1Q 2023 2Q 2023 3Q
2010年⇒
 2023年
3Q

食料 88.7 94.6 100.0 100.0 104.5 110.0 112.0 113.9 28.4%
穀類 94.7 94.4 100.0 98.8 103.7 108.0 109.7 113.3 19.7%
魚介類 76.8 89.5 100.0 101.1 112.1 124.1 124.1 126.4 64.5%
肉類 84.7 94.9 100.0 100.9 104.8 110.6 111.5 112.2 32.5%
乳卵類 89.9 95.8 100.0 99.9 102.2 111.4 118.3 121.8 35.5%
野菜・海藻 90.1 95.6 100.0 98.3 102.3 104.4 105.7 109.3 21.3%
果物 74.5 85.3 100.0 98.3 104.2 111.2 108.8 110.3 48.1%
油脂・調味料 98.4 99.7 100.0 100.2 106.9 113.3 116.3 118.3 20.3%
菓子類 86.8 93.2 100.0 101.0 105.4 109.9 115.5 118.2 36.2%
調理食品 88.4 96.2 100.0 100.3 104.8 110.3 113.5 115.4 30.6%
飲料 100.8 99.8 100.0 100.3 103.0 108.9 110.4 110.5 9.7%
酒類 98.3 96.8 100.0 99.8 100.9 106.0 107.0 107.9 9.7%
外食 89.9 94.6 100.0 100.3 103.4 107.5 108.9 109.4 21.7%



4.物価上昇と消費行動 ①
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【計算方法】
家計費調査の総世帯について、2021年第3Qと2023年第3Qの食料
品の用途別消費額(1か月1人当たり)を比較
消費額を物価指数で除すことで用途別の実質消費額を計算

【名目増減額】
物価上昇により2年間の消費支出額は1万円増加、うち1/3は食
料費の増加
食料費増加の半分はコロナの制限緩和による外食の増加
外食以外の内食の支出額も増加

【実質増加額】
実質ﾍﾞｰｽでは外食以外の実質支出は減少、特に魚介類：2割、
油脂・調味料：13％の減少率が大きい
それに次ぐ減少は乳卵、肉類、穀物で1割近く減少している
調理食品、酒類は若い階層で減少が大きく、外食に移行してい
ると考えられる

名目増減額
1か月1人当たり 平均 ～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～

実質増減額
1か月1人当たり 平均 ～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～

消費支出 10,029 20,891 -252 8,836 12,300 8,484 12,265 消費支出 3,694 13,320 -5,127 3,263 5,224 1,453 5,898
食料 3,251 4,733 1,993 2,772 3,345 3,720 3,349 食料 -440 739 -853 -383 -380 -426 -704
　外食除く 1,474 216 537 697 1,117 2,175 2,198 　外食除く -1,690 -1,933 -1,614 -1,800 -1,964 -1,559 -1,667
穀類 98 320 6 -11 73 180 145 穀類 -202 110 -208 -262 -230 -168 -205
魚介類 5 -107 -7 18 -14 -15 8 魚介類 -359 -217 -173 -209 -325 -465 -542
肉類 23 51 102 -44 -93 -8 139 肉類 -237 -101 -99 -291 -367 -299 -141
乳卵類 139 65 96 39 89 184 235 乳卵類 -139 -89 -93 -175 -159 -145 -128
野菜・海藻 -4 79 -66 -56 -70 28 24 野菜・海藻 -253 -36 -202 -218 -296 -275 -328
果物 71 13 20 43 39 168 56 果物 -71 -31 -41 -27 -68 -18 -180
油脂・調味料 32 98 32 -46 -1 75 68 油脂・調味料 -164 -15 -105 -199 -191 -159 -172
菓子類 323 455 272 264 287 390 354 菓子類 -65 102 -72 -99 -99 -38 -53
調理食品 405 -523 -88 227 433 651 643 調理食品 -242 -1,136 -542 -307 -233 -102 -86
飲料 285 1 245 163 314 394 321 飲料 58 -241 59 -29 70 133 89
酒類 96 -236 -75 101 59 127 205 酒類 -15 -281 -138 14 -66 -24 80
外食 1,790 4,618 1,561 2,081 2,241 1,512 1,151 外食 1,332 3,311 1,012 1,552 1,721 1,127 889

実質増減率
平均 ～29歳

30～39
歳

40～49
歳

50～59
歳

60～69
歳

70歳～

消費支出 3.7% 12.0% -6.0% 3.7% 4.7% 1.3% 6.0%
食料 -1.6% 2.6% -3.9% -1.6% -1.4% -1.4% -2.3%
穀類 -9.0% 8.2% -12.5% -13.3% -10.0% -6.6% -7.9%
魚介類 -19.2% -31.8% -20.1% -18.2% -20.1% -19.9% -19.2%
肉類 -9.3% -7.0% -5.3% -11.7% -13.0% -10.3% -5.4%
乳卵類 -9.7% -11.0% -9.5% -14.9% -12.0% -8.6% -7.0%
野菜・海藻 -8.2% -2.7% -11.6% -10.6% -10.3% -7.4% -7.6%
果物 -5.8% -7.9% -7.6% -4.5% -7.3% -1.1% -8.6%
油脂・調味料 -12.9% -2.3% -12.0% -18.7% -15.1% -10.8% -11.3%
菓子類 -2.9% 5.3% -3.5% -4.6% -4.3% -1.5% -2.3%
調理食品 -5.4% -22.0% -15.4% -8.1% -5.1% -2.0% -1.8%
飲料 2.7% -9.3% 3.4% -1.5% 3.1% 5.6% 4.1%
酒類 -1.1% -35.3% -15.5% 1.3% -4.2% -1.3% 5.6%
外食 36.1% 29.9% 20.1% 36.5% 43.3% 36.3% 44.7%



5.物価上昇と消費行動 ②
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価格上昇率 実質消費額
食料 13.5% -1.6%
穀類 14.7% -9.0%
魚介類 24.1% -19.2%
肉類 11.2% -9.3%
乳卵類 21.4% -9.7%
野菜・海藻 8.8% -8.2%
果物 12.4% -5.8%
油脂・調味料 17.7% -12.9%
菓子類 17.5% -2.9%
調理食品 15.2% -5.4%
飲料 10.3% 2.7%
酒類 8.4% -1.1%
外食 9.0% 36.1%
相関係数 -0.677

2021⇒2023/10

【物価上昇率と実質消費額】
物価上昇率と実質消費額には強い逆相関関係がみられる
価格上昇の高い魚介類は消費が2割近く減少、サンマ等の大衆魚の不漁も影響
油脂・調味料も価格上昇に伴う実質消費が13％減少、価格上昇に伴いPB商品などの低価格帯の商品に切替えた場
合も実質消費額は減少する
品目間の代替関係ではパンの増加額に対して米が減少したり、牛肉から豚肉、鶏肉への代替関係がみられる

【消費行動と適正な価格形成】
長年のﾃﾞﾌﾚ経済と実質賃金の低下は消費者の節約行動を加速、特に価格上昇の著しい食料品でその傾向が強い
価格が上昇すれば消費量を減少させたり、他の低価格品目に移行、需要が減少することでｺｽﾄ上昇による価格転
嫁が難しくなる
⇒政策価格がない品目では、農業者の所得確保は適正な価格形成だけでは難しい

相関係数は外食を除き計算

品目 増減額
米 -30.0
パン 95.2
食パン 21.2
他のパン 73.9
麺類 60.9
牛肉 -62.6
豚肉 40.2
鶏肉 38.9
牛乳 37.4
卵 85.7



6.世帯主年齢別の食料消費：2020年
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【消費支出】
消費支出は50歳代が高く、60歳以降もあまり低下しない
30・40歳代は貯蓄もあり消費支出は低い、また同世代は教育費
費への支出が多いためそれ以外の支出が抑制される
【食費】
外食費は30歳未満が高く、30歳以上では緩やかに減少する
外食以外の食費(内食費)は緩やかな右上がりになっている
年齢階層別で右上がり(年齢階層が低い方が消費が少ない)にな
ているのは果物、魚介類、野菜など
この傾向は年齢による傾向ではなく、世代による食生活の違い
によるものと考えられる
消費行動の見直しが行われないと、これらへの支出減少は毎年
加速する可能性(若者への消費拡大が必要)
【果実】
果実の品目別消費では購入頻度はバナナが断トツ
それ以外の果実の購入頻度は低い(平均購入頻度は月1回以下)
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